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１．会社概要
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株式会社脱炭素化支援機構（JICN）の概要

【名称】株式会社脱炭素化支援機構
     Japan Green Investment Corp. for Carbon Neutrality （JICN）

【目的】 脱炭素化支援機構は、国の財政投融資からの出資と民間からの出資からなる資本金を
活用して、脱炭素に資する多種多様な事業に対する資金供給などの活動を行う株式会社です。
ノウハウや情報、人財を普及・輩出し、多様な主 体がもつアイディアや技術をつなぐことで、
2050年カーボンニュートラルに挑戦する、より大きな取組を生み出し、豊かで持続可能な未来
づくりに貢献します。

【代表者】 代表取締役社長 田吉 禎彦

【設立年月日】 2022年10月28日（予定活動期間：2050年度末まで）

【資本金等】 217億円
※民間株主85社及び国の財政投融資（産業投資）各々108.5億円
※令和５年度（財政投融資計画等に計上）は、財政投融資からの出資金が最大総額400億円、機構が金融市場で資金調達する場

合の政府保証（5年未満）が200億円です。

【主な参画コミュニティ等】
・環境エネルギーイノベーションコミュニティ（Community Memberとして参画）

https://jp.cic.com/news/announce/ee_community/ 主催：CIC Tokyo及びU3イノベーションズ

【所在地等】 〒105-0001 東京都港区虎ノ門１-21-19東急虎ノ門ビル7F
電話03-6257-3863  メールcontact@jicn.co.jp
ウェブサイトhttps://www.jicn.co.jp

https://jp.cic.com/news/announce/ee_community/
mailto:メールcontact@jicn.co.jp
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脱炭素化支援機構の活動･機能の全体像

⚫ 脱炭素化支援機構は、国の財政投融資からの出資と民間からの出資からなる資本
金（令和5年7月現在217億円）を活用して、脱炭素に資する多種多様な事業に対
する資金供給などの活動を行う株式会社です。

⚫ ノウハウや情報、人財を普及・輩出し、多様な主体がもつアイディアや技術をつ
なぐことで、2050年カーボンニュートラルに挑戦する、より大きな取組を生み
出し、豊かで持続可能な未来づくりに貢献します。

協調出資・融資者

運用報告
・情報提供

配当
・利子

原料供給・
建設・
維持管理

取引先 プロジェクトSPC・事業者
商品・
サービス
購入者

収入

商品・
サービスの

提供

費用

出資等
配当
・利子

国からの財政投
融資（産業投資）

出資
※令和5年7月現在108.5億円

配当 出資
※令和5年7月現在108.5億円

＋運用報告・情報提供

配当

株式会社脱炭素化支援機構(2050年まで活動を想定)

担当業務

✓ ソーシング

✓ モニタリング（バリューアップ含む）

✓ エグジット

支援方法

✓ 出資
✓ メザニン（優先株、劣後融資）
✓ 債務保証 等

サービス・モノの
流れ
金銭の流れ

監理

融資

利子

所管
環境省 民間金融

機関等民間企業

民間企業や
民間金融機関等

出融資等

※出資比率は
50%以下
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事業の基本的な方針（PurposeとMission）

脱炭素化支援機構は、国の財政投融資と民間株主からの出資金を活用して、
2050年カーボンニュートラルに向けて取り組む多種多様な事業に資金を供給し、
ノウハウや情報、人財を普及・輩出し、多様な主体がもつアイディアや技術をつな
ぐことで、より大きな取組を生み出し、豊かで持続可能な未来づくりに貢献します。

●Purpose（私たちの存在意義）

カーボンニュートラルへの挑戦を通じて、豊かで持続可能な未来を創る

Mission１
多種多様な事業に資金供給し、

リスクを分かちあう

Mission３
新しいアイディアや技術力をつなぎ、

新しい取組を生み出す

Mission２
投融資のノウハウや情報、人財を

社会に普及・輩出

幅広いステークホルダーとともに、脱炭素ビジネス・ファイナンスをめぐる様々な課題

へのソリューションを提供し、取組の拡大・加速化に貢献。

気候変動は、経済社会、地域、ひいては私たちの暮らしを脅かす深刻な危機です。オールジャパンの
力を結集して2050年カーボンニュートラルを実現する。将来にわたって、誰もが安心して暮らせる、
豊かで持続可能な社会を創る。そのために、私たちは全力を尽くします。
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脱炭素化支援機構（JICN）のロゴマーク

◼ 飛び出す円とそれを包み込む形は、官と民の協力や地域との協調の下で、脱炭素投資によ
りカーボンニュートラルが達成される新たな社会を生み出すことをイメージ。

◼ カラーリングの赤色とフォレストグリーンは、日本の象徴としての日の丸と、脱炭素につ
ながる活動・エネルギーや吸収の源でもある太陽や森林などの自然を表しています。



8

２．株主一覧
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脱炭素化支援機構の民間株主(85社108.5億円) 

⚫ オールジャパンで脱炭素に取り組むために、幅広い金融機関や事業会社、85社か
ら計108.5億円の出資をいただいています。意向・ニーズに応じて継続的に出資
を募る方針です。

◆ 金融機関等（58機関）
• 政府系・系統金融機関：日本政策投資銀行、信金中央金庫、農林中央金庫
• 都市銀行：みずほ銀行、三井住友銀行、三菱UFJ銀行
• 信託銀行：三井住友信託銀行
• 地方銀行：北海道銀行、北洋銀行、青森銀行、みちのく銀行、岩手銀行、東北銀行、北日本銀行、秋田銀行、
北都銀行、荘内銀行、東邦銀行、群馬銀行、東和銀行、栃木銀行、足利銀行、常陽銀行、筑波銀行、千葉銀
行、千葉興業銀行、京葉銀行、武蔵野銀行、きらぼし銀行、東日本銀行、横浜銀行、八十二銀行、長野銀行、
山梨中央銀行、第四北越銀行、静岡銀行、大垣共立銀行、中京銀行、愛知銀行、北陸銀行、滋賀銀行、紀陽
銀行、中国銀行、徳島大正銀行、香川銀行、愛媛銀行、福岡銀行、西日本シティ銀行、佐賀銀行、大分銀行、
宮崎銀行、宮崎太陽銀行、肥後銀行、鹿児島銀行

• 証券：野村ホールディングス
• その他金融機関：ゆうちょ銀行、あおぞら銀行、りそなHD（りそな銀行・埼玉りそな銀行・関西みらい銀行・みなと銀行）

◆ 事業会社（27社）
• エネルギー ：中部電力、関西電力、JERA、東邦ガス、大阪ガス、西部ガス、北海道ガス
• 鉄鋼 ：神戸製鋼所
• 化学 ：積水化学工業、レゾナック
• 機械・電気 ：クボタ、日立造船、JFEエンジニアリング、アズビル、スズキ
• 運輸 ：東日本旅客鉄道
• 建設・住宅 ：戸田建設、西松建設、五洋建設、住友林業、フジタ
• ガラス・土石：日本ガイシ、太平洋セメント
• 流通 ：セブン＆アイHD 、ビックカメラ
• 通信 ：日本電信電話、KDDI 
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３．組織体制・役員一覧
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脱炭素化支援機構 組織体制

◼会社法のガバナンスに則った体制が基本。具体的には、株主総会の下に、取締役会を設置し、
経営責任を負う形式。民間人材を積極的に活用。

◼投資決定については、民間の社外取締役等により構成される脱炭素化委員会が、中立的な観
点から投資決定を判断。

プロジェクト管理部 

一部権限委任
・投資決定
・EXIT決定 等 脱炭素化委員会

（代表取締役社長・
社外取締役）

取締役会
（代表取締役社長・取締役・

社外取締役・監査役）

株主総会

経営企画総務部事業推進第一部 事業推進第二部 

事業一部と二部は
当面は連携協力して活動

主に、大企業が主導
する案件、技術面や
ビジネスモデルとし
て先進的な案件・企
業を担当

主に、中小企業が主
導する案件、また、
地域密着型案件を担
当

投資先のモニタリン
グ、投資回収などを
担当

経営企画、人事、
労務、財務・経理、
広報、IRなどを担当
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株式会社脱炭素化支援機構の役員（取締役・監査役）等

●常勤取締役（業務執行取締役）
代表取締役社長  田吉禎彦   ※脱炭素化委員会委員
取締役 専務執行役員 上田嘉紀   ※事業推進担当

CIO：Chief Investment Officer

取締役 常務執行役員 永島徹也   ※経営企画総務渉外担当

●社外取締役
新井良亮 ※脱炭素化委員会委員長
大内智重子  ※脱炭素化委員会委員
小関珠音  ※脱炭素化委員会委員
武藤めぐみ ※脱炭素化委員会委員

●監査役 野口真有美

●会計監査人 東陽監査法人
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脱炭素化支援機構の取締役・監査役 略歴①

代表取締役社長 ※脱炭素化委員会委員

田吉 禎彦 TAYOSHI Yoshihiko

1964年生まれ。1987年京都大学法学部卒業

1987年  株式会社日本興業銀行入行
2006年  株式会社みずほコーポレート銀行

シンジケーション部 シンジケーション推進役
2008年  株式会社日本政策投資銀行入行

クレジットビジネスグループ参事役
2011年  同 シンジケーショングループ長
2013年  同 審査部担当部長
2015年  一般社団法人グリーンファイナンス推進機構常務理事
           （2022年10月退任。）

取締役専務執行役員（事業推進担当）
CIO：Chief Investment Officer

上田 嘉紀 UEDA Yoshinori

1969年生まれ。
京都大学大学院工学研究科修士課程修了。
大阪大学大学院国際公共政策研究科博士後期課程
単位取得退学。東京大学公共政策大学院客員研究員。
原子炉主任技術者、中小企業診断士、米国公認会計士。

1995年 関西電力株式会社 入社
2003年～2004年 スタンフォード大学アジア太平洋研究所（*）
2004年～2005年 Global Catalyst Partners（*：関電を休職）
2005年～2013年 関西電力グループ経営推進本部、環境室など
2013年～2016年 電気事業連合会 企画部副部長
2016年～2018年 関西電力エネルギー・環境企画室 企画課長
2018年～2022年 合同会社K4 Ventures インベストメントアドバイザー
2020年～2022年 関西電力経営企画室イノベーションラボ担当部長

取締役常務執行役員（経営企画総務・渉外担当）

永島 徹也 NAGASHIMA Tetsuya

1969年生まれ。一橋大学社会学部卒業。
タフツ大学フレッチャー法律外交大学院修士

1992年 環境庁入庁
2011年 環境省大臣官房政策評価広報課広報室長
2012年 同 廃棄物・リサイクル対策部リサイクル推進室長
2014年 同 大臣官房参事官(中間貯蔵施設担当）
2016年 同 総合環境政策局環境影響評価課長
2017年 同 自然環境局総務課長
2019年 同 大臣官房総合政策課長
2021年 同 大臣官房総務課長
2022年 JICN 現職就任(役員出向)

社外取締役 ※脱炭素化委員会委員長

新井 良亮 ARAI Yoshiaki

株式会社ルミネ 顧問

1946年生まれ。
1966年  日本国有鉄道入社
1987年  国鉄分割民営化により東日本旅客鉄道株式会社に入社
2009年  同 副社長・事業創造本部長
2011年  株式会社ルミネ代表取締役社長 兼務
2017年  株式会社埼玉りそな銀行 社外取締役（現職）
2019年 公益社団法人日本鉄道広告協会会長就任（現職）
2022年  株式会社ルミネ顧問に就任（現職）
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脱炭素化支援機構の取締役・監査役 略歴②

社外取締役 ※脱炭素化委員会委員

大内 智重子 OHUCHI Chieko
株式会社電通エグゼクティブ・アドバイザー
（2022年12月末退任）

1962年生まれ。
1983年 株式会社電通入社
2018年 同社 執行役員
2019年～2022年12月 同社 エグゼクティブ・アドバイザー

公益社団法人 日本女子サッカーリーグ「WEリーグ」理事
㈱ハンディ顧問
エッグフォワード㈱ アドバイザー
ナッシュ㈱ 取締役

社外取締役 ※脱炭素化委員会委員

小関 珠音 OZEKI Tamane
大阪公立大学大学院都市経営研究科准教授

1965年生まれ。博士（学術、東京大学）
1989年 (株)日本興業銀行
2005年 GCA(株)、06年 (株)dimmi代表取締役
2012年 イノベーションドライブ合同会社
2014年 (株)幹細胞&デバイス研究所取締役

    （18年より顧問（現任）
2015年 東京大学大学院新領域創成科学研究科講師
2016年 大阪市立大学大学院創造都市研究科准教授
2020年 (株)ジャパンディスプレイ取締役

社外取締役 ※脱炭素化委員会委員

武藤 めぐみ MUTO Megumi
独立行政法人国際協力機構上級審議役
1964年生まれ。
政策研究大学院大学博士（開発経済）
1989年 海外経済協力基金採用
1999年 国際協力銀行 開発業務部企画課調査役
2010年 独立行政法人国際協力機構 

東南アジア第一・大洋州部東南アジア第三課長
2012年 同 東南アジア・大洋州部次長
2018年 同 フランス事務所長
2018年 同 地球環境部長 兼 気候変動対策室長
2020年 同 研究所副所長
2021年 同 上級審議役就任

監査役

野口 真有美 NOGUCHI Mayumi 
野口公認会計士事務所所長

1968年生まれ。
1991年 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）入行 
1993年 シティバンク、エヌ・エイ在日法人入社
1998年 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）入社
2008年 野口公認会計士事務所 所長

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ監査役
独立行政法人国立公文書館監事、日本フェンオール(株)取締役
公益社団法人日本広報協会監事、公益財団法人日仏会館監事
日本公認会計士協会組織内会計士協議会/社外役員協議会サス
テナビリティ部会委員
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４．投資規程の概要



16

投資に関する法規範の全体構造

地球温暖化対策推進法

支援基準
（2022年10月28日環境大臣告示）

対象事業者

環境大臣
事業所管大臣

株式会社
脱炭素化支援機構

脱炭素化委員会

意見
聴取

意見
送付

支援決定等を委任

投融資等

※事業所管大臣へは環境大臣より意見聴取に係
る通知を行い、事業所管大臣は機構に対して
直接意見を述べる。

投資規程
（2022年12月26日 
脱炭素化支援機構 脱炭素化委員会決定）

※正式名称：「対象事業活動支援規程」
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脱炭素化支援機構 支援基準の概要

◼ 支援基準とは、株式会社脱炭素化支援機構が、支援決定（支援対象事業者及び
支援内容の決定）に当たって従うべき基準

◼ 地球温暖化対策推進法第36条の24に基づき、経済産業大臣と事業所管大臣への
協議を経たうえで、令和４年10月28日、環境大臣が告示

支援基準の主な内容

１ 支援の対象となる対象事業活動が満たすべき基準
（１）政策的意義
   ・温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に資

すること（中長期的に脱炭素社会への移行を促すものを含む。）
   ・我が国の経済社会の発展や地方創生に貢献する等、経済と環境の好

循環の実現を踏まえたものであること 等

（２）民間事業者等のイニシアチブ
   ・脱炭素事業の推進に意欲のある民間事業者等の後押しとなること
   ・民間事業者等からの出資総額が、機構からの出資額以上であること

等

（３）収益性の確保
・対象事業者が適切な経営責任を果たすことが認められること
・機構による適切な支援が行われることにより収益確保が認められ
ること 等

（４）地域との合意形成、環境の保全及び安全性の確保
・地方公共団体や地域住民との適切なコミュニケーションを確保する

      こと
・地方公共団体が示した再生可能エネルギー事業に関する環境配慮の 

       考え方に従っていること     等

２ 対象事業活動全般について機構が従うべき事項

（１）運営全般
  ・積極的に案件を発掘し、対象事業活動に対し、効果的な

  支援を行うこと
  ・脱炭素ビジネスへのリスクマネーの供給を先導すること
                                                                                              等

（２）投資規律の確保
  ・運用の透明性を確保すること 等

（３）機構の長期収益性の確保
・事業年度ごとに進捗状況や収益性を適宜評価しつつ、長期   
収益性を確保すること 等

（４）民間ステークホルダーとの連携
・機構の中立性を確保すると同時に、民間出資者等とともに、
オールジャパンで脱炭素社会の実現に取り組む機運の醸成
に継続的に努めること 等

（５）その他
  ・行政機関等の関係者と相互に連携を図り、相乗効果発揮

による効率的な支援を行うこと     等
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投資規程の概要①投資判断の要素

⚫ 投資規程（正式名称「脱炭素化支援機構対象活動支援規程」）は、地球温暖化対
策推進法および脱炭素化支援機構支援基準（環境大臣告示）に基づく対象事業活
動支援の決定、実行、処分等に必要な手続等を定めるもの

⚫ 支援基準では、対象事業活動は、以下の（１）～（４）の項目を全て満たす必要
があるととされており、その評価結果を総合的に勘案して支援決定を行う

【支援基準の適用（投資規程第２条）】
（１）政策的意義（支援基準１(1)）
① 温室効果ガス排出量の削減・吸収等の効果を、可能な限り定量的に評価

※中長期的に脱炭素社会への移行を促す案件は、我が国のトランジション関連政策との適合性を確認

② 社会経済の発展や地方創生への貢献等 ※以下の事業は、限定ではなく例示
ア）事業の実施地域の社会経済の課題解決に貢献する事業
イ）地域脱炭素のロールモデルになりうる事業
ウ）新技術・新ビジネスモデルの普及に資する事業
エ）我が国技術・企業の海外市場への展開に資する事業
オ）脱炭素に加え生物多様性や資源循環等環境保全上の効果が大きい事業

（２）民間事業者等のイニシアチブ（支援基準１(2)）
脱炭素化支援機構からの出資額以上の出資を民間事業者等から得ること

（３）収益性の確保（支援基準１(3)）
事業の様々なリスクも踏まえて事業性を評価

（４）地域における合意形成、環境の保全及び安全性の確保（支援基準１(4)）
必要に応じて担当者及び外部専門家が地域の状況を的確に把握して判断
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投資規程の概要②投資プロセス

⚫ 支援決定は、投資委員会（脱炭素化委員会）が実施

⚫ 支援決定の際には、環境省より所管省庁にあらかじめ通知し、意見照会を実施

●必要に応じ外部専門家を
活用

・環境大臣及び事業所管大臣の
意見を聴取

・脱炭素化委員会での支援決定
・(原則)対外公表

案件審査
（第４条）

・事業者と協議
・環境省、事業所管省庁から
意見聴取

・売却額や売却先、時期など
の判断

・脱炭素化委員会での
処分決定

支援決定
契約実行

(第５・６条）

案件管理・処分
（第７～９条）

・詳細な条件を交渉
・必要な契約を締結
・資金等の供給を実行
（資金使途を確認）

事業価値や政策的意義の実現
度合いを、定期的な資料提出
及び報告で確認

✓ 事業目的と政策意義の
整合性

✓ 実施場所及び時期を
含む事業内容

✓ 事業スキーム・体制
✓ 投資等の規模
✓ 資金回収の方法
✓ 資金供給の形態 等

●資料等により審査

支援契約・契約実行

支援決定

案件処分

案件管理・モニタリング

案件概要の様式を活用
（p27以降参照）
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（参考）支援対象の法律上の定義

脱炭素化支援機構の支援対象は、①自社の温室効果ガスの排出量の削減や吸収量の
増大を行う事業活動、②他社の温室効果ガスの排出量の削減や吸収量の増大に寄与
する事業活動、③これらの事業活動を支援する事業活動となる

地球温暖化対策推進法 第36条の2 機構の目的
株式会社脱炭素化支援機構は、温室効果ガスの排出の量の削減等を行う事業活動（他の者の温室効果ガスの排

出の量の削減等に寄与する事業活動を含む。）又は当該事業活動を支援する事業活動（以下「対象事業活動」と
いう。）を行う者に対し、資金供給その他の支援を行うことにより、環境の保全と我が国の経済社会の発展の統
合的な推進を図りつつ脱炭素社会の実現に寄与することを目的とする株式会社とする。
※排出の量の「削減等」の「等」は、「吸収の量の増大」、例えば森林保全等による吸収源対策などを意味する

支援

排出量の削減等を
行う事業活動

当該事業活動を
支援する事業活動

自らの排出削減等を
行う事業活動

1

他者の排出削減等に
寄与する事業活動

2

上記の支援
3

例：自らの施設において再エネ設備を導入し、
そこで得られた再エネを自らの行う事業
活動において活用することで、自社の排
出そのものを削減

例：再エネ事業者が需要家に再エネ電気を供
給し、需要家の電力消費に伴うCO2削減
に貢献

例：再エネ・蓄エネ・省エネなどの脱炭素関
連の製品やサービス、素材・部材を製
造・販売し、利用拡大を通じて排出削減
に貢献

脱
炭
素
化
支
援
機
構

支援

支援
例：投資家から資金を集め、①・②（排出削

減・吸収等の事業活動）に対して資金供給
を行う



21

（参考）支援対象となる事業段階・資金使途

⚫ 脱炭素化支援機構の支援対象となる事業段階・資金使途としては、主として、
開発段階の後期以降を想定

⚫ 脱炭素に資するスタートアップ企業への支援等その他投資対象への支援も可能

*FS：Feasibility Study(プロジェクトの実現可能性と採算性を事前に検証すること)

※新規開発だけではなく、既存設備・施設の脱炭素化型へのリノベーション・転換も対象になり得る

※リファイナンス(事業等の継続を前提に行う借入金の組み換え・借り換え等)のための資金需要も対象

●プロジェクトへのファイナンス

●スタートアップ企業等へのコーポレートファイナンス等

スタートアップ企業への出資等脱炭素に資するその他投資対象への支援も可能

※上記に加えて、他のファンドを通して間接的な形態で本機構の投資先のファンドから支援を行う形態も可能

事業企画/
FS* 

運転・
稼働

開発

設備や立地の
調査・設計
(基本設計/
詳細設計)

設備調達・
建設

主たる支援対象範囲
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（参考）脱炭素化事業への投資のスキームのイメージ

事業リスクや事業者のファイナンスニーズに応じて、優先株・劣後ローン・劣後債
等のメザニンファイナンスに加え、普通株等の出資も実施し、脱炭素事業化投資の
活性化を担う

※上記は、SPCに対する資金提供イメージ。コーポレートファイナンスに応じることも可能

資金を受ける事業者の主な形態

①脱炭素事業を、企業本体から
切り出して特別目的会社
(SPC)を設立する際のプロ
ジェクトファイナンス

②脱炭素事業を運営するベン
チャー企業や単一事業を運営
する企業へのコーポレート
ファイナンス

出資・融資手法に関する主な制
約事項

✓有限責任での出資
✓出資額は総出資額の1/2 以下
✓原則、出資期間は契約を締結
した年度を含めて最長20 事業
年度程度を想定

※メザニンファイナンスやエクイティファイナンス等の組合せによる支援も可能。ただし、その場合は事業ス
キーム、資金支援ニーズ、時期、他の資金供給等を総合的に勘案したうえで、組み合わせることが妥当である
かを審査

メザニンファイナンス
(優先株・劣後ローン・劣後債)

エクイティファイナンス
（普通株）

民間金融
機関等

事業者

リ
ス
ク
・
リ
タ
ー
ン

低

高

民間金融
機関等の融資

エクイティファイナンス
（普通株）

デットファイナンス
（融資）

事業者
の出資

メザニン

出
資

脱炭素化事業の資本構成
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（参考）再エネ特措法及び再エネ海域利用法の入札対象となる
 FIT/FIP案件の取扱い

⚫ 脱炭素化支援機構支援基準（令和4年10月28日環境大臣告示）では、地域共生・地域貢献型の再エネ事業
を積極的に支援することや、再エネ特措法及び再エネ海域利用法に基づく入札の対象となるFIT/FIP案件
を支援する際には、入札における適正な競争環境の確保を妨げないと定められました。

⚫ このため、これらの法律に基づく入札の対象となるFIT/FIP案件を支援するに当たっては、入札の前段階
では、個別事業者への法律に基づく支援決定を行わないこととし、また、以下のAのいずれかに掲げる自
治体をはじめとした関係者の積極的な関与・協力を条件とした上で、Bのような地域の経済循環やレジリ
エンスへの貢献につながる内容を積極的に取り入れるよう、対象事業者に促してまいります。

A 地域共生・自治体連携 B 地域貢献

◆ 自治体(または自治体が出資する地域新電力等の事業者)が自ら実施又は出

資・融資して行う事業

◆ 自治体の策定する計画や自治体と事業者が締結した協定等に基づく事業

◆ 温対法に基づく促進区域制度又は農山漁村再エネ法に基づく促進区域制

度を活用する事業

◆ 自治体の土地・施設を活用する事業

◆ 自家消費30%以上かつ災害時供給可能な事業

◆ 地域課題解決に取り組む地域の事業に対して、寄付や基金造成等による

経済的支援を行う事業(具体的な金額は、他事例や発電種、事業規模等を

勘案し、事業者、自治体及び機構の間の協議で予め定めるものとする。)

◆ 再エネ設備を設置している自治体に法人事業税を納付する事業(すなわち、

当該法人が再エネ設備の設置先の自治体において、本社を登記する又は

人的・物的設備を配置し継続的に事業実施を行う場合)

◆ 自治体、事業者その他関係機関が参加して、事業者が予め具体的に定め

る地域共生や右記Bのような地域貢献策の実施について、継続的に履行状

況を確認する連絡協議会の構築を伴う事業(すなわち、事業者が履行しな

い場合に是正させる役割を果たすものとして設置が合意されるもの)

◆ 地域の小売電気事業者又は登録特定送配電事業者に、特

定卸供給する事業

◆ 災害時に、電気や熱を地域の施設の用に供する又は自立

運転により給電用コンセントを一般の用に供する事業

◆ 地域課題解決に取り組む地域の事業に対して、(企業版

ふるさと納税制度等の制度も活用しつつ)寄附や基金造

成等の支援を行っている事業

◆ 地域企業や地域金融機関が事業主体又はファイナンス等

を通じて参画または支援する事業

◆ 地域の企業が知的財産権を有している技術を用いる事業

◆ 新たな人材育成・教育プログラム(職業訓練校、専門学

校、研究センター等)や技能を持つ地元人材の活用を伴

う事業

◆ 地域の資材・燃料・消費財・部材の活用、地域内内製化

を行う事業

◆ 事業実施による立地地域への継続的な往来増を見込んだ

地域企業によるサービス業等の振興や雇用者の増加等の

事業計画がある事業
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５．投資判断に必要な情報項目
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事業内容
/取扱量

・製造販売する物・エネルギーの内容と量
・原材料になる物の内容と量
・活用する施設・設備機器の規模・規格等

実施場所
・都道府県・市町村名
※複数の場合は個所数を記入
※海外で実施する案件は、国・地域を記入

主たる事
業者と役

割

・中心となる事業者の業種・沿革・業容
・事業への関与（出資、融資、原材料供給、
建設、操業、製品やサービスの購入等）

その他関
係当事者
と役割

・中心となる事業者の業種・沿革・業容
・事業への関与（出資、融資、原材料供給、
建設、操業、製品やサービスの購入等）

事業
スキーム
（契約関
係等）

・事業スキーム/契約関係等
・スキーム図等があれば別添
※契約条件（FIT等を用いる場合はその旨）
も可能な限り記載。

事業費/資金調
達・収支計画

・総事業費の見込と資金使途
・資金調達方法（出資/借入の額等）

JICN投融資希
望額と形態

・希望額
・投融資手段（出資/劣後借入等）

スケジュール
投融資時期

・事業実施・投融資のスケジュール
・JICNの資金実行の希望時期

脱炭素
・GHG削減量・吸収量
※基盤的な取組は、貢献度合いを評価

社会経済上の
貢献

・地域の社会経済への貢献
・技術・ビジネスモデルの構築・展開
・脱炭素以外の環境保全上の効果

〇〇〇〇〇〇〇（事業名）

◼ 事業が目指すゴール・目的、事業の背景、事業の特徴（強み）

◼ プロジェクトの内容・体制等のエッセンス。

事業分類

P19の「分類表」よ
り選択してください

１．事業内容

２．事業体制・スキーム

３．ファイナンス・スケジュール

４．脱炭素などの政策的意義

*事業スキーム図や、製品・サービスの技術・機能、会社の事業実績等の補足資料等があれば提出してください。

【①プロジェクト直接投融資の場合の様式】

５．リスク・不確実性のある要素

リスク・課題
不確実性要素

・対処が必要な事業リスクや課題
・市場環境や関連政策の不確実性

*できるだけKPIを設定し、定量的に評価してください。
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事業内容/
取扱量

・食品残渣を利用したバイオガス発電。
・年20千トンの原料で800kW FIT発電

実施場所 ・A県X地域（〇〇市、〇〇町など○○市町村）

主たる事業
者と役割

・A社（産廃収集・処理業者、創業ｘｘ年、年商ｘ
億）。主たる事業者として、PJの運営とともに原料
収集を務める。

その他関係
当事者（役

割）

・B社：建設、出資
・C社：保守管理
・D社/E社：地元出資者
・F社：欧州プラントメーカー

事業
スキーム
（契約関係

等）

・設備を保有・操業するSPCを設立。
・F社のプラントをB社が建設。
・A社が収集する食品残渣を処理受託。
・発電はFIT販売。
・C社が保守管理契約で担当。
・発電後の廃液等の処理方法は検討中。
・スキーム図別添。

事業費/資金調
達･収支計画

・総事業費30億、出資10億、借入20億
・借入はｘ銀行と協議中
・出資はＡ社、Ｄ社、E社、とJICN
・FIT売電の他、廃棄物処理収入有。処理収入
が全体の2/3を占める。PIRRはｘ％程度。

JICN投融資希
望額と形態

・最大5億を優先株又は劣後ローンで希望。

スケジュール
投融資時期

・23年度中にスキームを固める。
・24年度春に資金ニーズ有（着工）。
・25年夏完工予定、20年間FIT販売。

脱炭素 ・CO2削減量：年ｘｘトン見込。

社会経済上の
貢献

・自治体の廃棄物処理問題への解決。
・食品廃棄物の有効利用

【記入例】A県X地域 食品残渣バイオガス発電プロジェクト

◼ 現在焼却処理されている地域の食品残渣を、産廃事業者A社と地元自治体が協
力して回収し、バイオガス化したうえで発電する事業。

◼ 食品リサイクル施設として、循環型社会構築を地元自治体とともに目指す。

事業A分類

B・P

１．事業内容

２．事業体制・スキーム

３．ファイナンス・スケジュール

４．脱炭素などの政策的意義

【①プロジェクト直接投融資の記入例】

リスク・課題
不確実性要素

・A社のこれまでの実績により、年20千トンの
収集見込は固い。
・F社プラントは、国内で実績有。

５．リスク・不確実性のある要素
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〇〇〇〇〇〇（事業者名）

◼ 事業が目指すゴール・目的、事業の背景、事業の特徴（強み）

◼ 資金使途の主たる対象となる今般拡大を目指す事業の内容

設立

所在地

事業所

代表者

資本金

株主構成

従業員数

事業内容

売上高

財務収支

経営目標
展望

資金調達
額・

方法・時期

・調達額と資金使途
・資金調達方法（出資/借入の額等）
・JICNからの希望額・資金形態・時期

体制・ス
キーム、
収益構造

・関係当事者の役割や契約関係（出資、融資、原
材料供給、建設、操業、製品やサービスの購入
等）

特徴・強み ・技術やサービス、ビジネスモデルの特徴・強み

今後の展望 ・IPOなどの事業規模拡大、展開の構想

*事業スキーム図や、製品・サービスの技術・機能、会社の事業実績等の補足資料等があれば提出してください。

事業分類

P19の「分類表」よ
り選択してください

１．事業者の会社概要 ２．今般の資金調達ニーズとスケジュール

脱炭素 ・GHG削減/吸収量※基盤的取組は貢献度を評価

社会経済上の
貢献

・地域の社会経済への貢献
・技術・ビジネスモデルの構築・展開
・脱炭素以外の環境保全上の効果

３．脱炭素などの政策的意義

【②コーポレート直接投融資の場合の様式】

リスク・課題
不確実性要素

・対処が必要な事業リスクや課題
・市場環境や関連政策の不確実性

４．リスク・不確実性のある要素

*できるだけKPIを設定し、
定量的に評価してください。
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資金調達額・
方法・時期

X x 億円のうち数億円のエクイティ

体制スキーム
収益構造

・日系OEM1社および損保会社1社と提携済
・2次流通会社と提携し、中古EVの出口を強化

特徴・強み
・蓄電池の材質等仕様によらず、余寿命診断可能
・診断データの蓄積が強みであり、AI活用により判定
精度が飛躍的に向上

今後の展望
・OEMおよび損保会社との提携を拡大するとともに、
オートリース会社との連携を模索
・ｘｘ年IPO予定

【記入例】株式会社ABCバッテリーサイクルシステムズ

◼ 電気自動車の搭載蓄電池の余寿命診断技術を活用して、残価査定や、
損保会社の蓄電池余寿命保証への活用を目指す。

◼ 電気自動車の価値の適正な評価を行うことで、電気自動車の普及促進
に資する。

設立 Ｘｘ年ｘ月

所在地 Ｘｘ県ｘｘ市

事業所

代表者 山田太郎

資本金 Ｘ億円

株主構成 創業者50％、P社 18%、Q社10%他

従業員数 Ｘｘ人

事業内容
・蓄電池余寿命診断
・蓄電池余寿命保証

売上高 ・直近売上高 X 億円

財務収支
・営業利益 ｘ億円
・3年後に単黒、5年後に累損

経営目標
展望

・2030年時点で、我が国で流通する
電気自動車の〇〇％での活用（〇〇
億円の売上）を目指す。

事業分類

P・N

１．事業者の会社概要 ２．今般の資金調達ニーズとスケジュール

【②コーポレート直接投融資の記入例】

脱炭素 ・電気自動車普及割合〇〇％への向上への貢献

社会経済上の貢
献

・電気自動車の普及による新たな経済的価値の向上
・地域・企業における電気自動車の活用しやすさの
向上

３．脱炭素などの政策的意義

リスク・課題
不確実性要素

・他社技術との競合
・車載電池の流通に関する社会的仕組みの整備

４．リスク・不確実性のある要素
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〇〇〇〇〇〇（ファンド名）

◼ ファンドが目指すゴール・目的、事業の背景、事業の特徴（強み）

◼ ファンドの投資先の領域や事業形態の概略

資金調達
額・

方法・時期

・調達額と資金使途
・資金調達方法（出資/借入の額等）
・JICNからの希望額・資金形態・時期

体制スキー
ム

収益構造

・関係当事者の役割や契約関係（出資、融資、原
材料供給、建設、操業、製品やサービスの購入
等）

特徴・強み ・技術やサービス、ビジネスモデルの特徴・強み

今後の展望 ・IPOなどの事業規模拡大、展開の構想

*事業スキーム図や、製品・サービスの技術・機能、会社の事業実績等の補足資料等があれば提出してください。

事業分類

P19の「分類表」よ
り選択してください

１．事業者の会社概要 ２．今般の資金調達ニーズとスケジュール

【③ファンドの場合の様式】
VC/マルチサイト型などに共通

設立

所在地

代表

規模

期間

チーム
員数

株主構成

投資分野
領域・
事業形態

運用実績

運用目標
展望

脱炭素 ・GHG削減/吸収量※基盤的取組は貢献度を評価

社会経済上の
貢献

・地域の社会経済への貢献
・技術・ビジネスモデルの構築・展開
・脱炭素以外の環境保全上の効果

３．脱炭素などの政策的意義

リスク・課題
不確実性要素

・対処が必要な事業リスクや課題
・市場環境や関連政策の不確実性

４．リスク・不確実性のある要素

*できるだけKPIを設定し、
定量的に評価してください。
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【記入例】CN-Tech イノベーションファンドジャパン（仮称）

◼ 日本を中心とした脱炭素関連技術を持つスタートアップに投資を行い、
キャピタルゲインを得るVCファンド

資金調達
額・

方法・時期

総額20億円調達（うちJICNより５億円希望）
マネジメントフィー：ｘ%
キャリー：ｘ％
2023年3月クローズ（ただし夏までウェイト可）

体制スキー
ム

収益構造

・脱炭素に関連するＸｘｘｘ等の領域の企業を
ソーシング
・大企業や自治体等と連携しバリューアップ模索

特徴・強み ・過去にファンド立ち上げ有り、運用状況良好。

今後の展望 Ｘｘｘ、ｙｙｙ、ｚｚｚ等との連携を検討中

*事業スキーム図や、製品・サービスの技術・機能、会社の事業実績等の補足資料等があれば提出してください。

事業分類

U

１．事業者の会社概要 ２．今般の資金調達ニーズとスケジュール

【③ファンドの場合の記入例】

設立 Ｘｘ年（予定）

所在地 港区虎ノ門

代表 Ｘｘｘｘ

規模 Ｘｘ億円

期間 X年間（投資期間X年間）

チーム
員数

Ｘｘ名

株主構成 Ｘｘｘｘ

投資分野領
域・

事業形態

日本を中心とした脱炭素関連技術
スタートアップへの投資を行うベ
ンチャーキャピタルファンド

運用実績
過去３つのファンドを通じて〇〇
億円を投資し、〇〇年○月期まで
の平均リターンは3.5倍

運用目標
展望

今後、事業会社からも広く調達し
つつ、より先進性の高い脱炭素技
術を活用する事業に資金供給して
いく。

脱炭素
投資先を通じた2030年までの削減効果○○万ト
ンに貢献

社会経済上の
貢献

・新たな脱炭素ビジネスモデルを〇〇件創出
・IPOを含めた経済面での貢献

３．脱炭素などの政策的意義

リスク・課題
不確実性要素

・新たな脱炭素技術に対する需要の創出
・脱炭素関連政策の変動

４．リスク・不確実性のある要素
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脱炭素化支援機構の支援対象領域の分類表
※あくまでも例示であり、限定列挙しているものではありません。複数の領域に当てはまるものもあり得ます。
※分類自体は、今後の活動に合わせて見直していく可能性があります。

分類
分類
記号

例

燃料 A 水素、アンモニア、メタン、SAF、e-fuel、ブラックペレット

発電（再エネ） B 太陽光、風力、バイオマス、地熱、水力、廃棄物

発電（再エネ以外） C
トランジション（火力発電のバイオマス・アンモニア等の混焼、燃料電池等）、 エナジー
ハーベスト

蓄エネ・熱利用 D 蓄電池、CAES、地中熱、熱供給、未利用熱利用

送配電 E スマートグリッド、慣性力確保、HVDC

素材・原材料 F 新素材、バイオ素材、省エネ建材

産業プロセス G 製鉄、化学、セメント、製紙、ガラス

機器製造・デバイス製
造

H 再エネ・省エネ・蓄エネ機器製造、ノンフロン機器、パワーデバイス、IoTデバイス

建物・施設 I ZEB/ZEH、業務施設（オフィス・物流施設等）の省エネ

農業・林業・水産業 J スーパー植物、垂直農法、オルタナティブフード、森林整備、養殖

運輸・モビリティ K EV(陸・海・空)、鉄道、MaaS、空港・港湾整備、物流効率化、コールドチェーン構築

エネルギーマネジメン
ト

L 省エネ・蓄エネ、ERAB、DR、VPP、DER、HEMS・BEMS・FEMS・CEMS

データ・DX M AI、デジタルツイン、行動変容勧奨、GHG排出量算定・可視化

金融・保険 N 脱炭素関連フィンテックサービス

排出権・クレジット O クレジット取引、認証・検証

リユース・リサイクル
・アップサイクル

P
PV・バッテリー等のリサイクル、ボトルtoボトル、サステナブルファッション、食品ロス
対策

レジリエンス向上 Q 水ストレス対応、Eco-DRR、オフグリッド、マイクログリッド

吸収源対策 R 森林、海洋（ブルーカーボン）、農地（土壌改良）

炭素回収・利用・貯留 S CCS、BECCS、CCU、DAC

その他 T

間接投資 ファンド U
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SAF
Sustainable Aviation Fuel（持続可能な航空燃料）。植物などのバイオマス、廃食油、廃プラスチックなどから製造するもの
で、原油から製造したジェット燃料と比べて温室効果ガス排出を大幅削減できる。原料の持続可能な方法での調達が必要。

e-fuel
水素とCO2を原料として製造される人工的な原油で、既存の燃料インフラ（タンクローリー・ガソリンスタンド・内燃機関
等）での活用が期待されている。

ブラックペ
レット

木材や植物などのバイオマスを乾燥・焙煎して半炭化した燃料ペレット。既存の石炭火力発電設備で石炭との混焼が可能。

エナジーハー
ベスト

身の回りにある、熱・振動・照明光・電磁波などのさまざまな低密度・微量のエネルギーを「収穫」して、電気エネルギーに
変換する技術。

CAES
Compressed Air Energy Storage（圧縮空気エネルギー貯蔵）の略。空気を圧縮し高圧状態でタンク内に貯蔵しておき、電気が
必要な時に、貯蔵した高圧の空気を開放して発電する。空気による蓄電装置。

HVDC
High Voltage Direct Current（高圧直流送電）の略。送電を高電圧の直流で行う。交流と比べ、長距離・大容量の送電の際の
送電ロスが小さいく、また、異なる周波数の系統の連系も可能。

ZEB
Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略。先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制や、高効
率な設備システムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネを実現した上で、再エネを導入することにより、
エネルギー自立度を極力高め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物。

ZEH
Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略。断熱性の高い躯体構造等により使用するエネルギーを
大幅に削減しつつ、太陽光発電などでエネルギーを作り、1年間で消費するエネルギーの量を実質的にゼロ以下にする家。

スーパー植物
植物のもつ機能や特性を最大限に引き出し、燃料、工業製品、医薬品の原料、CO2固定、環境浄化等、生活や社会に発展の役
割を持つ植物。

垂直農法 平面的に土地を使うのではなく、高層建築物の階層や高層の傾斜面、植物工場等で垂直的に農作業、動物の育成を行う方法。

オルタナティ
ブフード

従来型の食用家畜ではない鹿やイノシシなどの肉や、植物から製造した肉や乳製品など、環境負荷の低い生産手法により生産
された、既存の食用品の代替の一つとなる食用品。

MaaS
Mobility as a Serviceの略。鉄道・バス・タクシーなどの個々の移動手段の利用をサービスとして提供するのではなく、住民や
旅行者が目的地まで移動するトータルの移動ニーズに対応して複数の公共交通や移動サービスを最適に組み合わせたサービス
を提供する（例：検索・予約・決済等を一括でできるようにする）サービス。

コールド
チェーン

Cold Chain。生鮮食品や医薬品などを、生産・輸送・小売りまで一貫して同一の低温度帯で保ったまま流通させる物流方式。
脱フロン・脱炭素型の冷凍冷蔵機器との親和性が高い。

参考（分類表の用語解説）
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ERAB、VPP、
DR、DER

Energy Resource Aggregation Businesses（エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス）は、VPP（Virtual Power 
Plant)やDR（Demand Response)、蓄電池やエコキュート等の蓄エネ設備などの分散型のエネルギーリソース（DER：
Distributed Energy Resources）を活用して、電気事業者や電力需要家に対して、調整力（電力需給バランスを調整する電力）、
やインバランス（電力需給の実際のギャップ）、出力抑制（発電設備の出力を抑えること）回避等のサービスを提供する事業。

xEMS
Energy Management System。エネルギーの消費・利用状況を監視・把握して、制御してできるだけ効率的なエネルギー利用
を促していくシステム。エネルギー管理の対象範囲となる施設などの種類の種類ごとに、HEMSは住宅向け（Home）、BEMS
は商用ビル向け（Building）、FEMSは工場向け（Factory）、CEMSはこれらを含んだ地域全体向け（Community）のEMS。

デジタルツイ
ン

IoTやAI、ARなどの技術を用いて「リアル（物理）空間」にある情報やデータを収集し、その情報を元に、コンピューター上で
サイバー（仮想）空間上でリアル空間を再現する技術。

ボトルtoボト
ル

使用済みPETボトルを原料化し、新たなPETボトルに再利用すること。

サステナブル
ファッション

衣服の生産から着用、廃棄に至るプロセスにおいて将来にわたり持続可能であることを目指し、生態系を含む地球環境や関わ
る人・社会に配慮し、エネルギー使用量の抑制やライフサイクルの長寿命化などに取り組むファッションの在り方。

Eco-DRR
Ecosystem-based Disaster Risk Reduction。生態系を活用し生態系の持続的な管理・保全・再生を行うことで、災害に強い地
域をつくる防災・減災のアプローチ。気候変動への適応策であるとともに、大規模なインフラ工事等の負荷を抑制することで、
温室効果ガスの削減につながる場合もある。

オフグリッド
電力系統（グリッド）に繋がっていない状態で、自家用発電設備や蓄電池等により、系統電力に依存せずに電力を賄っている
状態のこと。

マイクログ
リッド

一定の地域において、自家用発電設備や蓄電池等により、電力需要に対応する仕組みのこと。完全なオフグリッドではなく、
非常時等には、分散型電源により出力では足りない部分は電力系統から電力を調達する。

ブルーカーボ
ン

海藻や海草、植物プランクトンなどが主に光合成によって、大気中から二酸化炭素 CO2を取り入れ、それを従属栄養生物が利
用する一連のプロセスの中で、海洋生態系に吸収され固定される炭素（またはその固定能力）のこと。ブルーカーボンは、陸
上に存在する森林などに蓄積される炭素であるグリーンカーボン（英語: Green Carbon ）の対語。

CCS、BECCS
Carbon dioxide Capture and Storage（CO2回収・貯留）の略。発電所や工場棟の排ガス中のCO2を回収し、地底や海底層に貯
留する技術。BECCSは、カーボンニュートラルなバイオマスエネルギー（Biomass Energy)とCCSを組み合わせ大気中のCO2
を純減させる技術。

CCU
Carbon dioxide Capture and Utilization（CO2回収・利用）の略。発電所や工場棟の排ガス中のCO2を回収し、従来の化石資源
由来の燃料や原料に代替する製品へと置き換える技術。

DAC Direct Air Captureの略。特殊な吸収液やフィルターなどを用いて、空気中の低濃度CO2を直接分離して回収する技術。

参考（分類表の用語解説）
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６．これまでに投融資決定を公表した
案件の概要
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支援決定公表済み案件一覧

WOTA株式会社 株式会社ゼロボード 株式会社コベック

エレファンテック株式会社

Oishii Farm Corporation 株式会社パワーエックス エクセルギー・パワー・
システムズ株式会社

株式会社坂ノ途中

株式会社クリーンエナジー
コネクト

2023年3月24日公表 2023年3月24日公表 2023年3月31日公表

2023年5月9日公表

2023年6月16日公表 2023年7月3日公表

2023年7月14日公表 2023年8月4日公表

2023年8月31日公表

2023年10月30日公表

リノベる株式会社

2023年11月28日公表
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支援決定公表済み案件一覧

公表日
分
類

事業者名/案件
名

事業内容
資金
形態

2023/3/24 Q WOTA㈱
小規模分散型水循環システムの開発と販売を行う事業で、大規模集中型水インフラ
の水道配管等の敷設・更新と比べてCO2排出の削減、自治体の財政負担の軽減や災
害時のレジリエンス強化にも資すると期待できます。

出資

2023/3/24 M ㈱ゼロボード

GHG排出量の算定・可視化クラウドサービス「zeroboard」の開発・提供を行う事
業で、企業や自治体の削減取組の推進や、DXを通じた生産性向上・競争力強化、
地域脱炭素の効果把握のツール普及による脱炭素を通じた地域活性化にも資すると
期待できます。

出資

2023/3/31 B ㈱コベック
地域のコンビニ・スーパー、食品製造工場等で発生する食品廃棄物を回収・発酵処
理し、隣接する発電所へメタンガスを販売する事業で、廃棄物焼却・発電等由来の
CO2削減や、地域の廃棄物問題の課題解決に貢献するものと期待できます。

劣後
ローン

2023/5/9 H
エレファン
テック㈱

環境負荷が低い電子回路基板製法の開発、製造サービス提供を行う事業で、電子基
板製造工程のGHG削減、日本発技術の普及拡大や生産工程のコスト削減などにも資
すると期待できます。

出資

2023/6/16 J
Oishii Farm 
Corporation

日本の農業技術（種苗・ハウス栽培・受粉等）を活用し、アメリカ合衆国の垂直型
植物工場にてイチゴを生産・販売する事業で、需要地近接での生産によるフードマ
イレージの短縮（輸送由来のCO2削減）や、再生可能エネルギー電力を利用するこ
とによる電力由来のCO2削減、日本食・農産品のグローバル市場における価値・競
争力の向上に資すると期待できます。

出資

2023/7/3 H
㈱パワーエッ
クス

定置用蓄電池、超急速EV充電器の製造・販売や、再生可能エネルギー等の電力供給
等を行う事業で、再生可能エネルギーの有効利用率の向上と普及拡大、電気由来の
CO2削減、災害時のレジリエンスの強化や関連産業の集積、地域経済の活性化など
に資すると期待できます。

出資

2023/7/14 H

エクセル
ギー・パ
ワー・システ
ムズ㈱

短時間・高出力の充放電が可能な、独自技術の次世代パワー型蓄電池システムを活
用したバックアップサービス事業を通じ、電力系統における電力需給バランス調整
のバックアップによる、再エネ導入量の拡大・電力由来のCO2削減とともに、電力
需要家におけるUPS対応のバックアップによる、災害時等におけるBCP対応にも貢
献することが期待できます。

出資
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支援決定公表済み案件一覧

公表日
分
類

事業者名/案件
名

事業内容
資金
形態

2023/8/4 B

㈱クリーンエ
ナジーコネクト
が実施する複数
の需要家向け太
陽光発電事業

耕作放棄地等を活用して低圧太陽光発電所を開発し、オフサイトコーポレート
PPAに基づき、複数の需要家に電力を提供する事業で、再生可能エネルギーの導
入拡大、電力由来のCO2削減、我が国のエネルギー安全保障などに貢献すること
が期待できます。

劣後
ローン

2023/10/30 B

㈱クリーンエ
ナジーコネクト
による特定の需
要家向け太陽光
発電事業

耕作放棄地等を活用して低圧太陽光発電所を開発し、オフサイトコーポレート
PPAに基づき、特定の需要家に電力を提供する事業で、再生可能エネルギーの導
入拡大、電力由来のCO2削減、我が国のエネルギー安全保障などに貢献すること
が期待できます。

劣後
ローン

2023/8/31 J ㈱坂ノ途中

新規就農者を中心とした提携生産者が栽培した農産物の販売、就農者に対する作
付計画や品種選定等の科学的判断材料の提供を通じた環境負荷の小さい農業の普
及に取り組む事業で、GHG排出削減・炭素貯留効果のある有機栽培の普及拡大や、
生産者の所得の安定化、地域の活性化などに貢献するものと期待されます。

出資

2023/11/28 I リノベる㈱

個人・法人所有の住宅・建築物の最適なリノベーションをワンストップでマッチ
ングするプラットフォーム事業であり、リノベーションを推進し、併せて
ZEH/ZEB化などの省エネ改修を施すことにより、住宅・建築物の資材製造、建設、
解体、廃棄や使用時のエネルギー使用に伴い排出されるGHGの排出削減に貢献す
るとともに、資源の循環利用や雇用の創出などの地域活性化にも貢献することが
期待できます。

出資
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投融資事例 WOTA株式会社に対する支援決定 2023年3月24日公表

小規模分散型水循環システムの開発と販売等を行うWOTA株式会社に対して、小規模分散型水循環システム
の開発及び社会実装促進のための事業資金として支援（出資）を行うことを決定した。

１．事業者の概要 ２．支援決定に係る政策的意義

(1)名称 WOTA株式会社

(2)本社所在地 東京都中央区

(3)代表者 代表取締役CEO 前田瑶介

(4)設立年月日 2014年10月24日

(5)主な事業内
容

• 小規模分散型水循環システムの開発
と販売

• 水処理自律制御システムの開発

(6)事業の実施
状況と拡大の
計画

• 既に、水循環型手洗いスタンド
(WOSH)とポータブル水再生システ
ム(WOTA BOX）の2つの製品を上
市済みです。全国的に活用されてお
り、災害時の断水状況下における応
急的な水利用の実現や、公衆衛生の
向上に寄与しております。

• また、2022年には日常的な水利用
を実現する小規模分散型水循環シス
テムの実証に成功しており、今後は、
国内外の自治体・政府等とともに実
証事業を行い、順次本格導入を行う
予定です。

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 各世帯単位に設置可能な小規模分散型水循環シ
ステムにより、既存の大規模集中型水インフラ
の水道配管等の敷設・更新にかかる工程と比べ
て、CO2排出量の削減が期待できると考えられ
ます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 過疎地域等において、老朽化した水道設備の更
新・保守・維持等に必要な自治体の財政負担の
軽減に資すると考えられます。

⚫ 水インフラを分散型にすることで、災害時のレ
ジリエンス強化にも資すると考えられます。

⚫ 生活排水の約98％を再生循環可能であり、資源
循環にも資すると考えられます。

⚫ 水ストレスを抱えた海外の小島嶼国や乾燥地域
等への展開も計画しており、日本発の新技術・
新ビジネスモデルの世界的普及につながる可能
性があると考えられます。
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WOTA 株式会社に対する支援決定

【参考】事業・投資スキーム概要
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投融資事例 株式会社ゼロボードに対する支援決定および出資
  2023年3月24日公表

温室効果ガス（Greenhouse Gas : GHG）排出量の可視化クラウドサービスを企業に提供する株式会
社ゼロボード）に対して、サービス営業・開発の強化等のための資金調達に対して支援決定し、出
資を実行した。

(1)名称 株式会社ゼロボード

(2)本社所在地 東京都港区

(3)代表者 代表取締役 渡慶次道隆

(4)設立年月日 2021年8月24日

(5)主な事業内
容

• GHG排出量（サプライチェーン
排出量を含む）の算定・可視化
クラウドサービス
「zeroboard」の開発・提供

• 脱炭素経営に関するコンサル
ティング

• ユーザーコミュニティ「All 
Aboard!」の運営

(6)事業の実施
状況と拡大の
計画

カーボンニュートラルに向けた各
国の取り組みや気候関連財務情報
の開示義務化等を背景に、パート
ナー企業と連携して顧客の脱炭素
経営を支援することで、海外を含
めた顧客基盤を拡大しています。

１．事業者の概要

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 排出量の可視化は、企業や自治体の排出量削減
（サプライチェーン排出量を含む）の基盤とな
るものであり、ゼロボード社による可視化サー
ビスの提供が進むことは、企業や自治体の排出
削減取組の推進に資すると考えられます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 企業や自治体において、排出量の算定・可視化

が、クラウドサービスを利用して効率的に進め

られるようになることで、企業や自治体のDXの

取組の推進を通じた生産性の向上、競争力強化

に資すると考えられます。

⚫ 地域脱炭素の取組の排出削減効果を把握するた

めのツールとしても用いることができ、脱炭素

を通じた地域活性化にも資すると考えられます。

⚫ 我が国発企業の海外市場への展開に資すると考

えられます。

２．支援決定に係る政策的意義
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株式会社ゼロボードに対する支援決定および出資

【参考】事業・投資スキーム概要
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投融資事例 株式会社コベックが行う事業に対する支援決定
2023年3月31日公表

株式会社コベックに対して、メタン発酵による廃棄物処理施設の新規投資のための資金調達に
対して支援（劣後ローンの供与）を行うことを決定した。

１．事業者の概要 ２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点
⚫ 食品廃棄物の焼却処理に由来するCO2の削減効果が認められ、

神戸市の一般廃棄物処理実施計画において目標として掲げら
れている温室効果ガスの排出量削減への貢献が期待できます。

⚫ また、本施設の稼働により、これまで県外等の遠方にて行っ
ていた廃棄物処理を地元で行うことができ、廃棄物運搬にか
かるCO2の削減効果も期待できます。

⚫ さらに、生成したメタンガスから発電を行うことにより、発
電由来CO2の削減効果も期待できます。

(2)経済と環境の好循環の観点
⚫ 神戸市は施設の統廃合や複合化・集約化、再配置等を進めな

がら、施設保有量の低減を進めているところです。本事業は
老朽化が進んだ焼却施設の受け皿になりえるだけでなく、メ
タン発酵とすることにより、より効率的にリサイクルに資す
る形となることから、都市型サーキュラーエコノミーの一翼
を担うプラントとして、神戸市が抱える食品廃棄物処理問題
の解決に貢献する事業として位置付けることができます。

⚫ なお、事業者は、将来的には、処理過程にて生じる副産物の
有効活用も検討しており、それが実現すれば、より効率的な
リサイクルが実現することとなります。

⚫ (1)記載の通り、これまでは県外（遠方）施設に搬出して資源
化に取り組んでいた食品廃棄物の排出事業者にとっては、地
元での処理に変わることにより、収集運搬にかかる費用を削
減できるものです。

⚫ 地元企業への土木工事等発注、プラント運営に伴う地域住民
の雇用創出並びに各種地方税の納付、地域金融機関等からの
融資等による地域内での資金循環を通して、建設及び稼働段
階において地域活性化に資するものです。

(1)事業主体 株式会社コベック

(2)本社所在地 兵庫県神戸市

(3)代表者 代表取締役 山本宏光（神戸環境クリ
エート株式会社 代表取締役）

(4)設立年月日 2022年4月７日

(5)出資比率 神戸環境クリエート株式会社 83.7%、株
式会社神鋼環境ソリューション 16.3%

(6)事業内容 地域のコンビニエンスストア・スーパー
マーケット、食品製造工場等で発生する
食品廃棄物を回収して、発酵処理し、
FIT制度を利用した隣接のバイオガス発
電所に対してメタンガスを販売する事業

(7)事業の実施
状況と拡大の
計画

産業廃棄物の中間処理施設を運営する神
戸環境クリエート株式会社とその親会社
である株式会社ジャパンクリーンサービ
スが協力して兵庫県内の排出事業者から
の廃棄物を収集するとともに、メタン発
酵及び発電については株式会社神鋼環境
ソリューションの知見を活用し、本事業
を軸として横展開を進めていく予定です。
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株式会社コベックが行う事業に対する支援決定

【参考】事業・投資スキーム概要

※なお、本件では、生成したメタンガスを発電に活用しますが、メタン発酵の技術自体は、
発電だけでなく、様々なエネルギーへの活用が可能なほか、発電についても、将来的には、
天然ガスによる発電同様の調整力としても期待できます。



44

投融資事例 エレファンテック株式会社が行う事業に対する
支援決定および出資   2023年5月9日公表

エレファンテック株式会社に対して、新技術を用いた回路基板製造の大量生産及び
さらなる技術開発のための資金調達に対して支援決定し、出資を実行した。

１．事業者の概要

(1)名称 エレファンテック株式会社

(2)本社所在地 東京都中央区

(3)代表者 代表取締役社長兼CTO 清水信哉

(4)設立年月日 2014年1月6日

(5)主な事業内
容

プリンテッド・エレクトロニクス製造技
術の開発、製造サービス提供

(6)事業の実施
状況と拡大の
計画

環境負荷が低い電子回路基板製法（以下
「独自製法」）を確立し、フレキシブル
基板P-Flex®が量産採用されています。
さらに独自製法を広げるため、製品ライ
ンナップを拡充し、量産実績と信頼の確
立を目指すとともに、環境意識の高い国
内外企業を中心に顧客基盤を拡大してい
きます。

２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 既存の電子回路基板製法では銅箔等から金属膜
を形成後、不要な部分を溶かして捨てるのに対
して、独自製法では金属をナノインク化して必
要な部分のみに直接印刷するため、製造工程を
削減できることから、温室効果ガス削減への貢
献が期待できると考えられます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 日本発の新技術による独自製法および製品が世
界的に普及する可能性があります。

⚫ 独自製法では既存の電子回路基板製法より、製
造工程の削減が可能であることから製造コスト
の削減にもつながると考えられます。

⚫ 銅や水、エネルギーの使用量も削減可能である
ことから、省資源・省エネルギーにも資すると
考えられます。
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エレファンテック株式会社が行う事業に対する支援決定および出資

【参考】事業・投資スキーム概要

【参考】温室効果ガス削減・省資源化イメージ
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投融資事例 Oishii Farm Corporationに対する支援決定
                     および出資                                2023年6月16日公表

Oishii Farm Corporationに対して、米国ニュージャージー州における大型工場建設の為
の設備資金、開発資金、営業資金として支援決定し、出資を実行した。

１．事業者の概要

(1)名称 Oishii Farm Corporation

(2)本社所在地 米国ニュージャージー州

(3)代表者 CEO 古賀大貴

(4)設立年月日 2016年12月12日

(5)主な事業内
容

日本の農業技術（種苗・ハウス栽培・受
粉等）を活用し、アメリカ合衆国の垂直
型植物工場にてイチゴを生産・販売する
事業

(6)事業の実施
状況と拡大の
計画

• 既に、工場において高品質イチゴの
安定・量産化に成功。1 号工場は
ニューヨーク近郊にて稼働し、イチ
ゴの生産・販売を開始済。

• 今般、販路の拡大に伴う生産量の増
加を目指し、新規工場を建設中

２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 需要地近接地に植物生産工場を建設することに
より、フードマイレージの短縮による CO2 排出
量の削減効果が期待できます。

⚫ また、生産時は CO2 を工場内に散布・吸収させ
た促成栽培を実施。工場で使用される電力は再
生可能エネルギー由来の電力調達を予定してい
ます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 資源循環型植物生産工場での生産であり、土地
の不使用、殺虫剤不使用、水の使用量削減、労
働量削減等、持続可能性の高い社会の実現に貢
献すると考えられます。

⚫ また、需要地近接地に植物生産工場を建設する
ことにより、フードロスの削減にも寄与すると
考えられます。

⚫ 日本の農業技術（種苗・ハウス栽培・受粉等）
を活用して、「Oishii（美味しい）」というブラ
ンドを構築するものであり、日本食・農産品の
グローバル市場における価値・競争力の向上に
資することが期待されます。



47

Oishii Farm Corporation に対する支援決定および出資

【参考】事業・投資スキーム概要

株式会社
脱炭素化支援機構

等

Oishii Farm Corporation
（ニュージャージー州
・ニューヨーク州近郊）

出資

アメリカ合衆国東部等

最終需要先

イチゴ生産
・販売

約100マイル

現イチゴ生産地

アメリカ合衆国西部
（カリフォルニア州等）

約2,800マイル
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投融資事例 株式会社パワーエックスに対する支援決定
                     および出資                           2023年7月3日公表

株式会社パワーエックスに対して、再生可能エネルギー普及に資する定置用蓄電池及び超急速
電気自動車(EV)充電用蓄電池の大量生産及び更なる技術開発のための資金調達に対して支援決

定し、出資を実行した。

１．事業者の概要

(1)名称 株式会社パワーエックス

(2)本社所在地 東京都港区

(3)代表者 取締役兼代表執行役社長 CEO伊藤正裕

(4)設立日 2021 年 3 月 22 日

(5)主な事業
内容

• 定置用蓄電池,超急速 EV 充電器の製造･販売
• 定置用蓄電池への再生可能エネルギーの販売
• 超急速 EV 充電ステーションの展開
• 電気運搬船の開発･製造

(6)事業の実
施状況と拡
大の計画

• 定置用蓄電池を製造・販売するほか、遠隔・
制御を行うソフトウェアや再生可能エネル
ギーの供給をワンストップで提供するクリー
ンエネルギープラットフォームを展開します。

• 現在、徳島県にある提携工場にて超急速 EV 
充電器等の蓄電池製品を試験製造しており、
2024 年からは、岡山県玉野市にある自社工
場でも製造を開始し、本格的な大量生産の開
始と、製品ラインナップ拡充を図っていきま
す。

• 今後は、量産実績と製品品質を確立し、顧客
基盤を拡大していくとともに、将来的には蓄
電池を活用して電力を海上輸送する「電気運
搬船」事業を手掛ける予定です。

２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 蓄電池の普及により、太陽光発電等、再生可能
エネルギーで発電された電力を蓄え、供給する
ことができ、再生可能エネルギーの有効利用率
の向上と普及拡大、電気由来の CO２削減に資
すると考えられます。

⚫ 超急速 EV 充電ステーションが普及することに
より、走行時に CO2 を排出しない EVの普及に
資すると考えられます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 定置用蓄電池の普及は、調整力として活用でき
る可能性が増すとともに、災害時のレジリエン
ス強化にも資すると考えられます。

⚫ 蓄電池の国内での製造拡大に伴い周辺産業の国
内集積が促進され、また、工場を新設する地域
の雇用・経済に好循環を生み出すことが期待で
きます。
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株式会社パワーエックスに対する支援決定および出資

【参考】事業・投資スキーム概要
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投融資事例  エクセルギー･パワー･システムズ株式会社に
                    対する支援決定および出資         2023年7月14日公表

エクセルギ ー・パワー・システムズ株式会社に対して、今後の事業拡大資金及びさ
らなる開発費用等 のための資金調達に対して支援決定し、出資を実行した。

１．事業者の概要

(1)名称 エクセルギー･パワー･システムズ株式会社

(2)本社所在地 東京都文京区

(3)代表者 代表取締役ムセル・マイク・イグナス

(4)設立日 2011年 5 月 16 日

(5)主な事業
内容

• 独自技術の次世代パワー型蓄電池システ
ム(以下、「エクセルギー電池」と言う)
を製造し、短時間に高出力で充放電する
高速調整力サービス及びバックアップ電
源サービスを提供。

(6)事業の実
施状況と拡
大の計画

• 電力の調整力取引市場が先行しているア
イルランドや英国でのサービスを展開し
ており、さらに拡大を計画中。 

• 今後、日本における再生可能エネルギー
の比率が高まるとともに、必要性が増す
電力系統の調整力としてサービスを提供
できるようさらなる開発を実施中。

２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ カーボンニュートラル実現に向けて、供給量の
調整が困難な再生可能エネルギー導入拡大が進
む中、エクセルギー電池を用いたサービスで電
力系統の調整力を補うことができるとともに、
再生可能エネルギー導入量のさらなる拡大にも
資することから、温室効果ガス削減への貢献が
期待できると考えられます。

⚫ 日本国内の需給調整市場立ち上がりに際し、エ
クセルギー電池を用いたサービスが提供される
ことで、市場の早期形成に寄与することが期待
できると考えられます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 日本発の新技術・新ビジネスモデルの世界的普
及につながる可能性があると考えられます。

⚫ 工場やビル等の大規模電力需要家に対するバッ
クアップサービスを提供することができ、災害
時のレジリエンス強化に資すると考えられます。

⚫ エクセルギー電池の国内での製造拡大に伴い、
工場における地域の雇用・経済に好循環を生み
出すことが期待できます。
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エクセルギー･パワー･システムズ株式会社に対する支援決定および出資

【参考】事業・投資スキーム概要
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投融資事例 株式会社クリーンエナジーコネクトが実施する
複数の需要家向け太陽光発電事業 2023年8月4日公表

株式会社クリーンエナジーコネクトが実施する、オフサイトコーポレート
PPA(Power Purchase Agreement)方式の低圧太陽光発電事業に対して支援（劣後
ローンの供与）を行うことを決定した。

１．事業者の概要

(1)名称 株式会社クリーンエナジーコネクト

(2)本社所在地 東京都千代田区

(3)代表者 代表取締役 内田 鉄平

(4)設立日 2020 年 4 月 22 日

(5)主な事業
内容

全国各地の耕作放棄地等を対象として、事
業用地を自社にて購入又は賃借したうえで
低圧太陽光発電所を開発し、開発した発電
所から発電される電力を、オフサイトコー
ポレート PPAに基づき、複数の需要家に提
供する事業（事業主体は合同会社 CN 太陽
光２号）

(6)事業の実
施状況と拡
大の計画 クリーンエナジーコネクトは、発電所の建

設や運転維持管理を複数の協力会社と連携
して進めており、本事業を軸として、今後
も更に各地での太陽光発電事業を展開して
いく方針です。

２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 本事業は、低圧太陽光発電所(約 700 箇所、計 69MW)を
新たに設置するもので、再生可能エネルギーの導入を推
進することで温室効果ガスの排出削減に繋がる取組みで
す。

⚫ 太陽光発電の導入拡大による発電段階の CO2 排出の削減
だけでなく、太陽光発電所建設・土地利用等に伴う CO2 
排出分も加味したうえで、トータルの CO2 削減効果を評
価することとしています。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 発展途上かつ旺盛な資金需要のあるスタートアップ企業
が実施する再生可能エネルギー発電事業の更なる発展に
寄与します。

⚫ 太陽光発電の普及拡大により、化石燃料使用(海外からの
発電用燃料の輸入)の削減に繋がり、我が国のエネルギー
安全保障にも貢献できるものです。

⚫ 発電所の開発においては、地域のステークホルダーとの
合意形成が適切に行われていることを前提条件としてお
り、また、立地している各地域における非常用の電源と
しての活用も期待されています。
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株式会社クリーンエナジーコネクトが実施する複数の需要家向け
太陽光発電事業

【参考】事業・投資スキーム概要

合同会社CN太陽光２号

小規模分散型太陽光発電事業

需 要 家

電力 環境価値および

株式会社
SBI新生銀行

株式会社
脱炭素化支援機構

株式会社クリーン
エナジーコネクト

融資

劣後ローン

匿名組合
出資

一般社団法人
CN太陽光２号

出資

（オフサイトコーポレートPPA）
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投融資事例 株式会社クリーンエナジーコネクトによる
特定の需要家向け太陽光発電事業 2023年10月30日公表

株式会社クリーンエナジーコネクトが実施する、オフサイトコーポレート
PPA(Power Purchase Agreement)方式の低圧太陽光発電事業に対して支援（劣後
ローンの供与）を行うことを決定した。

１．事業者の概要

(1)名称 株式会社クリーンエナジーコネクト

(2)本社所在地 東京都千代田区

(3)代表者 代表取締役 内田 鉄平

(4)設立日 2020 年 4 月 22 日

(5)主な事業
内容 全国各地の耕作放棄地等を対象として、事

業用地を自社にて購入したうえで低圧太陽
光発電所を開発し、開発した発電所から発
電される電力等を、オフサイトコーポレー
トPPAに基づき、特定の需要家に提供する
事業(事業主体は合同会社CN太陽光３号)

(6)事業の実
施状況と拡
大の計画 クリーンエナジーコネクトは、発電所の建

設や運転維持管理を複数の協力会社と連携
して進めており、本事業を軸として、今後
も更に各地での太陽光発電事業を展開して
いく方針です。

２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 本事業は、低圧太陽光発電所(約 450 箇所、計 40MW)を
新たに設置するもので、再生可能エネルギーの導入を推
進することで温室効果ガスの排出削減に繋がる取組みで
す。

⚫ 太陽光発電の導入拡大による発電段階の CO2 排出の削減
だけでなく、太陽光発電所建設・土地利用等に伴う CO2
排出分も加味したうえで、トータルの CO2 削減効果を評
価することとしています。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 発展途上かつ旺盛な資金需要のあるスタートアップ企業
が実施する再生可能エネルギー発電事業の更なる発展に
寄与します。

⚫ 太陽光発電の普及拡大により、化石燃料使用(海外からの
発電用燃料の輸入)の削減に繋がり、我が国のエネルギー
安全保障にも貢献できるものです。

⚫ 発電所の開発においては、地域のステークホルダーとの
合意形成が適切に行われていることを前提条件としてお
り、また、立地している各地域における非常用の電源と
しての活用も期待されています。
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株式会社クリーンエナジーコネクトによる特定の需要家向け
太陽光発電事業

【参考】事業・投資スキーム概要

合同会社CN太陽光３号

小規模分散型太陽光発電事業

需 要 家

環境価値

株式会社クリーン
エナジーコネクト

融資

劣後ローン

匿名組
合出資

一般社団法人
CN太陽光３号 出

資

（オフサイトコーポレート
PPA）

投 資 家信託会社

株式会社
脱炭素化支援機構

融資
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投融資事例 株式会社坂ノ途中に対する支援決定および出資
                                                                2023年8月31日公表

株式会社坂ノ途中の資金調達に対して支援決定し、出資を実行した。

１．事業者の概要

(1)名称 株式会社坂ノ途中

(2)本社所
在地

京都府京都市

(3)代表者 代表取締役 小野邦彦

(4)設立日 2009年7月21日

(5)主な事
業内容

• 新規就農者を中心とした提携生産者が栽培した農産物の販売
プラットフォームの運営

• 就農者に対する作付計画や品種選定等の科学的判断材料の提
供を通じた環境負荷の小さい農業の普及

• 東南アジアを中心とする森林保全と所得向上の両立を目指す
コーヒー栽培支援

(6)事業の
実施状況と
拡大の計画

• 環境負荷の小さい農業を手掛ける新規就農者に対して、長年
広範囲の地域にわたって蓄積された客観的なデータに基づく
科学的かつ適切な作付計画や品種の選定に関する情報を提供
しています。

• 新規就農者に対して、有機農作物等を買い取り、消費者に販
売する「坂ノ途中OnlineShop」を展開することを通じ、新規
就農者の経営の安定と地域定着を支援しています。

• 消費者に対して「おいしい」商品を提供することを通じて、
新たな食体験や有機農作物等との出会いを提供しています。

• 東南アジアを中心として森林減少を防ぐアグロフォレスト
リー*を推進する「海ノ向こうコーヒー」事業を展開してい
ます。

• 農業（Agriculture）と林業(Forestry)を組み合わせた造語、
森を伐採しないまま農業を実施。

• 今後、有機農作物等の販売事業拡大に伴う出荷能力の強化や
新規就農者が手掛ける有機栽培に関するデータ提供体制のさ
らなる整備を行います。

２．支援決定に係る政策的意義

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 有機農産物を中心に扱うEC事業を成長させることで、
製造過程においてCO2排出を伴う農薬、化学肥料を
用いず、堆肥や緑肥などの有機物の継続的な施用等
を通じた炭素貯留効果のある有機栽培の普及拡大を
促し、農業由来のGHG排出の削減に貢献するものと
期待されます。

⚫ 環境負荷の小さい農業に取り組む新規就農者の増加
や経営安定化を通じて、「みどりの食料システム戦
略（令和3年5月12日みどりの食料システム戦略本部
決定）」の実現にも寄与するものと期待されます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ 有機栽培における多品種少量生産に対応可能な小
ロットでの取引システムを自社構築し、有機栽培の
新規就農者に対して安定的な所得をもたらすことが
期待されます。

⚫ 有機栽培を志す若年層の新規就農者の経営安定へ貢
献することを通じ、地域への新規就農者定着を促進
し、地域の活性化に貢献することが期待されます。

(3)生物多様性の観点

⚫ 環境負荷の小さい有機栽培の普及を通じ、生物多様
性を守り、持続可能な社会の形成に寄与すると考え
られます。
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株式会社坂ノ途中に対する支援決定および出資

【参考】事業・投資スキーム概要
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(1)名称 リノベる株式会社

(2)本社所在地 東京都港区

(3)代表者 代表取締役 山下智弘

(4)設立日 2010年4月8日

(5)主な事業内
容

• 個人向け住宅リノベーションプラットフォームの展開
• 法人向けCRE*リノベーションプラットフォームの展開

*CRE: Corporate Real Estate（企業が保有する不動産）

• パートナー企業向けリノベDX*プラットフォームの展開
*DX: デジタルトランスフォーメーション

(6)事業の実施
状況と拡大の
計画

• リノベる社は、循環型社会の実現を目指し、個人の住戸
購入希望者および住戸保有者並びに法人に対して、アプ
リケーションやクラウドサービスを駆使し、プロジェク
トマネージャーとして、最適な不動産仲介会社、設計事
務所、工務店、企画会社、オペレーター、金融機関等を
ワンストップでマッチングするリノベーションのプラッ
トフォーム事業を展開しており、約500社の不動産仲介
会社、設計事務所、工務店・建設会社と提携しています。

• 中古マンション探しとリノベーションおよび家具を含め
たファイナンス支援を一括して提供するほか、法人が保
有する不動産については、地域のコミュニケーション施
設としての再生およびオペレーションを手がけています。

• 今後は、本年４月に資本業務提携を実施した積水化学工
業株式会社などと連携して、全国の法人/個人保有不動
産のリノベーションを推進し、併せてZEH/ZEB化など
の省エネ改修を施すことにより、ストック不動産の有効
活用と使用時のGHGの排出削減に貢献する計画です。

投融資事例 リノベる株式会社に対する支援決定および出資
                                                              2023年11月28日公表

リノベる株式会社によるリノベーション・省エネ改修推進のための資金調達に対し
て支援決定し、出資を実行した。

(1)温室効果ガス削減の観点

⚫ 住戸や企業保有不動産について、省エネリノベー
ションを進めることにより、取り壊し・建て替えま
での期間を長期化することを通じて、解体、設計監
理、資材製造、建設、廃棄にて排出されるGHGの排
出削減に貢献するとともに、同時に省エネ改修を進
めることにより、建築物の使用時に空調などでのエ
ネルギー利用で排出されるGHGの排出削減に貢献す
ると期待されます。

(2)経済と環境の好循環の観点

⚫ リノベーションは、既設の住宅・建築物ストックを、
資産価値を向上させながら長期的に有効に活用し、
資材価格の高騰や資源制約にも対応するアプローチ
であり、ワンストップサービス等の工夫によりリノ
ベーションの普及を促すことは、住宅ユーザーに
とっても我が国社会経済全体にとってもプラスにな
ります。

⚫ 全国の不動産仲介会社、設計事務所、工務店・建設
会社に対する案件創出効果によって、地域の雇用・
経済に好循環を生み出すことが期待できます。

⚫ 法人が保有していた有休不動産を、地域の人々が集
う地域コミュニティ施設としてリベーションする取
組を通じて、地域自体の魅力向上による活性化への
貢献が期待できます。

１．事業者の概要 ２．支援決定に係る政策的意義
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リノベる株式会社に対する支援決定および出資

株式会社
脱炭素化支援機構

リノベる
株式会社

投資家

投資家

投資家

需要先

個人

一般企業

地方自体等

出資

出資

ワンストップ
リノベーション

パートナー

不動産仲介会社 設計事務所 工務店・建設会社 金融機関

リノベーションDXプラットフォーム

【参考】事業・投資スキーム概要
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７．よくあるご質問
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よくある御質問①

ファイナンスの条件面に関すること

⚫ 融資・出資の条件が民間のファイナンスよりも優位になるのか（融資であれば金利が低い、
出資であれば配当要求水準が低いなどのメリットがあるのか）。
• 脱炭素に役立つ事業にリスクマネー供給を行い、民間資金の呼び水となるというミッ
ションも踏まえ、市場水準を超える高い水準の配当や利息を求めることは想定していま
せんが、いずれにしても、案件ごとに、政策意義、リスク等を考慮して、適切なリター
ン水準（利息、配当およびキャピタルゲイン）を求めていくことになります。

⚫ 出資の場合のEXIT、ローン・メザニンの場合の元本償還の条件や時期の方針については具
体的に決定しているのか。また、自社株買いを求められるようなことは想定しているのか。

• 脱炭素化という政策目標の達成状況を第一としつつ、リターンを考慮しながら、EXIT手
法、タイミング、売却の場合の事業の売り先（買い手）を、個別に事業者との間で検討・
調整していく想定です。

• 元本償還の時期についても個別具体の案件ごとに検討をさせていただくことになると想定
しています。

⚫ 機構から供給いただく資金の額の上限や下限額はあるのか。
• 出資等の金額規模について明確に上限値・下限値は設けていないものの、官民ファンドと

いう特性上、多様な事業に投資していく必要があること、並びに、国としてのキャピタル
コールのコミットメント枠が初年度200億円であることに鑑みて資金供給の規模について
は検討していきます。
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よくある御質問②

資金供給を受ける事業者や事業内容の要件に関すること

⚫ 業種業態、資本金や売上、財務状況の健全性など、投資を受けるための事業者としての条
件はあるのか。
• 資金供給先事業者の資本金や売上には特別制限を設けることは考えていません.
• プロジェクトや事業者の審査は、ファイナンススキーム、企業ごとに個別具体で審査さ

せていただきます。
• 大前提の条件として、反社会勢力と関与していない組織であることなどは確認させてい

ただきます。

⚫ CO2削減効果等 の環境へのインパクトの要求水準があるのか。
• 新機構全体として脱炭素への貢献の度合い（温暖化ガス削減等の効果）についてのKPI

を設定する予定であり、審査の際には、KPIや投融資の金額等を踏まえて、個別に削減
等の効果を確認させていただきます。

⚫ 国や自治体の補助金や助成金等を活用している事業でも資金供給をうけることができるの
か。
• 国や自治体の補助金や助成金等を活用していることをもって一律に支援対象から除外す

ることはありません。
• 他方で、脱炭素化支援機構は、民間資金を呼び込むために（民業補完）、財政投融資か

ら資金供給する必要がある事業を支援することを目的とするものです。
• このため、国や自治体の補助金や助成金等と脱炭素化支援機構から供給する資金の併用

が生じる場合の脱炭素化支援機構からの資金供給の必要性・可否や詳細な条件などにつ
いては、個別の事業ごとに、検討・相談させていただきます。
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よくある御質問③

⚫ 自己託送制度を活用している再エネ事業は、どのような対応になるのか。
• 自己託送制度を活用する案件の取扱いについては、令和3年度に自己託送の要件が緩和(資

本関係等がない者についても、組合を設立し一定の要件を満たすことで密接な関係を持つ
ものと認められた。)され、自己託送により再エネ賦課金の徴収対象外となる電気を使用す
る者が増加し、その分他の電気の使用者の負担が増えてしまう観点から、賦課金の負担の
在り方について引き続きエネ庁において検討を継続することとしているところです。

• このような状況に鑑み、自己託送として新たに認められた組合型の自己託送を利用した案
件に対しては、賦課金の負担の在り方の検討結果を待ってから脱炭素化支援機構からの資
金供給を行うこととしています。組合型以外の自己託送案件に対しては、当初より、資金
供給の対象になります。

⚫ 海外で行う事業も対象になるのか。
• 事業の実施場所が海外であっても、我が国の経済社会の発展に貢献する案件は対象に

なります（排出削減等の効果が日本国内で発生する事業や、我が国企業の先進的な脱
炭素技術を活用することで、我が国企業の脱炭素技術の市場における優位性を高める
ような事業などを想定しています）。
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よくある御質問④

そのほか

⚫ 外部株主が入って経営に介入されることに抵抗があるが、経営にはどの程度関与するのか。
議決権自体は持ち株割合に応じた議決権ということになるが、どのような方針で議決権を
行使するのか。

• 新機構による出資は基本的にはマイノリティ出資を想定しており、持分比率が過半数を超
えることはありません。

• 議決権については、政策性、収益性等は当然勘案しつつも、種類株式の活用も含め、個別
に事業者と検討させていただきます。

⚫ 供給を受けた資金の使途・使い道に制限はあるのか？事業計画通りに実行して目標を達成
して収益を上げることができれば、供給を受けた資金を何に使ってもよいのか。

• 資金の使途は、事業計画（含む収支見通し）においてお示しいただき、供給した資金が事
業計画通りに使われているかを確認いたします。

• 事業計画通りに使用が行われていない場合、資金供給を撤回する等の措置を取ることがあ
りますが、それらにつきましては、原則として、当初の契約時に、個別に事業者と調整さ
せていただきます。

⚫ 脱炭素化支援機構の株主へのつなぎは、いつ、どのような形でやっていただけるのか。機
構から当社への資金供給のコミット前の段階でも、株主につないでいただけるか。

• コミット前の段階も含めて、事業者側と脱炭素化支援機構の株主側の御意向・ニーズが合
えば、おつなぎさせていただきます。

• 脱炭素化支援機構の株主へのつなぎ方の詳細については、機構から事業者への資金供給の
形態や、事業計画の内容などに応じて、個別に御相談のうえでの対応となります。
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（参考）グリーンファイナンス推進機構との関係
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一般社団法人グリーンファイナンス推進機構

⚫ 脱炭素化支援機構は、エネルギー特別会計を財源として、地域の脱炭素化プロジェクトに
対して資金供給（地域脱炭素投資促進ファンド）を実施しているグリーンファイナンス推
進機構の人材・ノウハウを生かして設立しました。
※グリーンファイナンス推進機構は、脱炭素化支援機構が設立された令和4年10月28日以降は、新規の
投資決定は行っていません。（既存の出資案件の株式等を順次処分したうえで、解散・廃止する予定）

【組織概要】
・設立：平成25年5月8日
・住所：東京都港区虎ノ門
・役職員：29名
（令和5年3月末時点）

（一社）グリーンファイナンス推進機構

地域の再生エネルギー事業等

金融機関・企業等

出資・融資

出資等

エネルギー特別会計 環境大臣

監督

グリーンファイナンス推進機構の組織概要と
スキーム

（年度）

グリーンファイナンス推進機構の出資の状況

• 累計出資契約：41件、189.3億円
• 誘発された民間資金：1,933億円（呼び水効果：約10倍）
• CO2年間削減量：1,288千t（令和5年3月時点）

分野 出資約束額 件数 民間資金（見込）

太陽光 12.6億円 7 141.1億円

風力 98.8億円 11 1,304.0億円

中小水力 23.9億円 5 83.9億円

バイオマス 40.0億円 14 348.3億円

地熱・温泉熱 2.1億円 1 13.7億円

複数種等 11.9億円 3 42.3億円

合計 189.3億円 41 1,933.2億円

※具体的な出資事例は下記参照

http://greenfinance.jp/comp/pdf/example_r4.pdf

http://greenfinance.jp/comp/pdf/example_r4.pdf
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グリーンファイナンス推進機構からの移行・拡充について

⚫ 脱炭素化支援機構は前身となるグリーンファイナンス推進機構から体制を移行し、ノウハウを継承しつ
つ、民間企業からの出資により民間目線のガバナンスも取り入れ、投資対象分野や規模等を拡大します。

⚫ 特に、地域の再生可能エネルギー案件などによる地域の脱炭素化支援だけでなく、日本全体の脱炭素化
の加速にも貢献します。

⚫ グリーンファイナンス推進機構は、脱炭素化支援機構が設立された令和4年10月28日以降は、新規の投
資決定は行っていません。（既存の出資案件の株式等を順次処分したうえで、解散・廃止する予定）

株式会社 脱炭素化支援機構
（令和5年度財投400億円）

（一社）グリーンファイナンス推進機構

金融機関・企業等
出資・融資

（株）脱炭素化支援機構

出資
債務保証

助言、調査等

出資

金融機関・企業等
出資・融資

【エネルギー起源CO2削減】
⚫地域再エネの発電施設

【エネ起CO2削減以外】
⚫ 資源循環（廃棄物焼却

CO2削減）
⚫ 森林吸収源対策

出資等

環境大臣

【エネルギー起源CO2削減】
⚫ 再エネ・省エネ設備
⚫ 再エネ・省エネ設備とその他

の設備を一体で導入する事業
⚫ 普及拡大段階の大規模事業

地域脱炭素投資促進ファンド
（令和3年度エネ特予算48億円）

※法律に位置付けられていない
環境大臣

金融機関・
企業等

エネルギー特別会計

財政投融資
（産業投資）

出資

移行・拡充

監督

投
資
分
野

投
資
分
野

各種認可、監督命令
支援基準策定
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グリーンファイナンス推進機構出資事例
①陸上風力発電事業

⚫ 本プロジェクトは、秋田県能代市・八峰町において、地元企業（大森建設株式会社及び同社グループ会社）と地元自治体、
域外のサブスポンサーとが連携し、大型陸上風力発電事業の事業化を目指すものです。

⚫ 本事業により新たな地域雇用の創出が見込まれる他、機構が保有する劣後社債について、将来的には市民・町民ファンド
へのリファイナンスが予定されるなど、非常に高い地域活性効果が期待され、地域循環共生圏構築のモデルケースになり
えます。

⚫ 本事業によるCO2削減効果は、116,114t-CO2/年を想定しています。
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グリーンファイナンス推進機構出資事例
②バイオガス熱電併給事業

⚫ 本事業は、神奈川県を中心に首都圏近郊の食品工場や大手スーパーマーケット、百貨店等から収集した食品廃棄物を主原
料とした、メタン発酵バイオガス熱電併給事業です。

⚫ 本事業は温室効果ガス削減に寄与するほか、土木・建設工事における地元企業の活用、プラント運営に係る新規雇用の創
出や人材育成、地域金融機関等が本事業に対して融資を実施すること等により十分な地域活性化効果が期待されることに
加えて、J.FECの高橋社長は、一般社団法人全国食品リサイクル連合会の会長を務めており、本事業で得たノウハウを同
連合会の会員各社に対して横展開していくことが可能となることから、機構は地域のロールモデルとなり得ることも評価
しております
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株式会社脱炭素化支援機構 設立までの経緯

令和３年12月24日 財政投融資計画 閣議決定
令和４年 ２月８日 改正地球温暖化対策推進法 閣議決定
令和４年 ３月22日 財政投融資計画 予算成立

令和４年 ５月25日 改正地球温暖化対策推進法 成立
令和４年 ６月１日 改正地球温暖化対策推進法 公布
令和４年 ７月１日 改正地球温暖化対策推進法 施行

令和４年 ７月５日 機構の社長候補者の発表
令和４年 ７月20日～8月24日 機構に関する全国説明会開催
令和４年 ８月３日 機構の発起人会の開催(※9日付で結果の公表)
令和４年 ９月14日 機構の設立についての環境大臣認可

令和４年10月28日 機構の支援基準の発表
令和４年10月28日 機構の創立総会開催・設立


	スライド 1: 株式会社脱炭素化支援機構（JICN）  会社案内
	スライド 2: 目次
	スライド 3: １．会社概要
	スライド 4: 株式会社脱炭素化支援機構（JICN）の概要
	スライド 5: 脱炭素化支援機構の活動･機能の全体像
	スライド 6: 事業の基本的な方針（PurposeとMission）
	スライド 7: 脱炭素化支援機構（JICN）のロゴマーク
	スライド 8: ２．株主一覧
	スライド 9: 脱炭素化支援機構の民間株主(85社108.5億円) 
	スライド 10: ３．組織体制・役員一覧
	スライド 11: 脱炭素化支援機構 組織体制
	スライド 12: 株式会社脱炭素化支援機構の役員（取締役・監査役）等
	スライド 13: 脱炭素化支援機構の取締役・監査役 略歴①
	スライド 14: 脱炭素化支援機構の取締役・監査役 略歴②
	スライド 15: ４．投資規程の概要
	スライド 16: 投資に関する法規範の全体構造
	スライド 17: 脱炭素化支援機構 支援基準の概要
	スライド 18: 投資規程の概要①投資判断の要素
	スライド 19: 投資規程の概要②投資プロセス
	スライド 20: （参考）支援対象の法律上の定義
	スライド 21: （参考）支援対象となる事業段階・資金使途
	スライド 22: （参考）脱炭素化事業への投資のスキームのイメージ
	スライド 23: （参考）再エネ特措法及び再エネ海域利用法の入札対象となる 　　　　 FIT/FIP案件の取扱い
	スライド 24: ５．投資判断に必要な情報項目
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34: ６．これまでに投融資決定を公表した 案件の概要
	スライド 35: 支援決定公表済み案件一覧
	スライド 36: 支援決定公表済み案件一覧
	スライド 37: 支援決定公表済み案件一覧
	スライド 38: 投融資事例　WOTA株式会社に対する支援決定 2023年3月24日公表
	スライド 39: WOTA 株式会社に対する支援決定
	スライド 40: 投融資事例　株式会社ゼロボードに対する支援決定および出資 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2023年3月24日公表
	スライド 41: 株式会社ゼロボードに対する支援決定および出資
	スライド 42: 投融資事例　株式会社コベックが行う事業に対する支援決定 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2023年3月31日公表
	スライド 43: 株式会社コベックが行う事業に対する支援決定
	スライド 44: 投融資事例　エレファンテック株式会社が行う事業に対する 　　　　　　支援決定および出資　　　　　  2023年5月9日公表
	スライド 45: エレファンテック株式会社が行う事業に対する支援決定および出資
	スライド 46: 投融資事例　Oishii Farm Corporationに対する支援決定                      および出資                                2023年6月16日公表
	スライド 47: Oishii Farm Corporation に対する支援決定および出資
	スライド 48: 投融資事例　株式会社パワーエックスに対する支援決定                      および出資　         　                 2023年7月3日公表
	スライド 49: 株式会社パワーエックスに対する支援決定および出資
	スライド 50: 投融資事例  エクセルギー･パワー･システムズ株式会社に                     対する支援決定および出資         2023年7月14日公表
	スライド 51: エクセルギー･パワー･システムズ株式会社に対する支援決定および出資
	スライド 52: 投融資事例　株式会社クリーンエナジーコネクトが実施する 　　　　　　複数の需要家向け太陽光発電事業　2023年8月4日公表
	スライド 53: 株式会社クリーンエナジーコネクトが実施する複数の需要家向け 太陽光発電事業
	スライド 54: 投融資事例　株式会社クリーンエナジーコネクトによる 　　　　　　特定の需要家向け太陽光発電事業 2023年10月30日公表
	スライド 55: 株式会社クリーンエナジーコネクトによる特定の需要家向け 太陽光発電事業
	スライド 56: 投融資事例　株式会社坂ノ途中に対する支援決定および出資 　　　　                                                                2023年8月31日公表
	スライド 57: 株式会社坂ノ途中に対する支援決定および出資
	スライド 58: 投融資事例　リノベる株式会社に対する支援決定および出資                                                               　　　　2023年11月28日公表
	スライド 59: リノベる株式会社に対する支援決定および出資
	スライド 60: ７．よくあるご質問
	スライド 61: よくある御質問①
	スライド 62: よくある御質問②
	スライド 63: よくある御質問③
	スライド 64: よくある御質問④
	スライド 65: （参考）グリーンファイナンス推進機構との関係
	スライド 66: 一般社団法人グリーンファイナンス推進機構
	スライド 67: グリーンファイナンス推進機構からの移行・拡充について
	スライド 68: グリーンファイナンス推進機構出資事例 ①陸上風力発電事業
	スライド 69: グリーンファイナンス推進機構出資事例 ②バイオガス熱電併給事業
	スライド 70: 株式会社脱炭素化支援機構　設立までの経緯

